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国立大学法人総合研究大学院大学事業報告書 

 

「Ⅰ  はじめに 」 

 総合研究大学院大学（以下「本学」という。）は、大学共同利用機関が有する優れた研究環

境と人材を活用してトップクラスの研究者を養成するという、関係者のかねてからの強い希望

を実現した新しい大学院システムである。 

大学共同利用機関とは、国内外の大学研究者が共同で利用できる大型の研究施設・設備ある

いは貴重な学術資料等を保有する我が国独自の方式による研究機関のことで、本学はこのよう

な機関が設置する 18 研究所等を基盤とする大学院大学として、他大学にはない特色がある。

もっとも顕著な点は、大学院教育を研究の現場において直接実施していることで、大学共同利

用機関では国際性豊かな専門的研究が行われているが、本学のミッションにはこのような研究

現場で育成される高い専門性と国際的通用性が謳ってある。 

また、専攻が学術的にも地理的にも分散している本学にとって、独自の伝統を醸成して国際

的なアイデンティティを確立することは創設以来の課題である。したがって、これと関係した

本学のもうひとつの重要なミッションが、教育の面では各専攻の専門分野を超えた広い視野を

持つ人材を養成することであり、研究面では新しい研究分野を分野横断的に開拓することであ

る。機構法人等（大学共同利用機関法人及び国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構をいう。

以下同じ。）及び基盤機関（大学の共同利用の研究所その他の機関をいう。以下同じ。）と連

係して、総合的な観点から自由闊達で、異分野融合的な新しい学術分野の創出を試みることに

より、世界を牽引する研究の推進に寄与するものと期待される。 

 その一方で、大学を取り巻く状況は大きく変化し、国民の大学に対する期待もこれまで以上

に高まっている。これには、科学・技術に基づく現代文明が大きな転換期にさしかかっている

なかで、社会に対する大学の果たすべき役割がますます重要になってきている。こうした時代

にあって、本学はその建学の精神に則り優れた教育研究活動を展開し、それによってしっかり

社会に貢献していくものである。 
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「Ⅱ  基本情報 」 

１．目標 

 本学は、人文・理工にわたる多数の基礎学術分野につき、機構等法人及び基盤機関において

各施設の研究環境を最大限に生かした博士課程教育を総合的に統括実施し、学融合による新学

問分野の創出・発展を図りつつ、国際的に通用する高度の研究的資質とともに広い視野を備え

た人材の育成を目指す。 

 なお、本学の独特な大学院教育制度は、国立大学法人法及び法人間協定に基づき、機構等法

人間との緊密な連係及び協力の下に行われる。 

 

２．業務内容 

本学の博士課程は、日本が世界に誇るトップレベルの研究機関（大学共同利用機関等）が保

有する大型または特殊な実験・観測施設あるいは学術的に価値のある資料やデータ等を授業に

直接活用するとともに、国際的な研究拠点として第一線で活躍する国内外からの多数の研究者

集団と日常的に接触できる理想的な教育研究環境にある。また、教員スタッフは、学生１人に

対して教員２～３人を擁しており、高度の専門教育と広い視野を養う総合教育を実施する。 

 教育研究組織としては、先導科学研究科を除く５研究科では、各専攻が設置されている基盤

機関において学問諸分野の高度で先端的な教育研究活動(分散型教育研究)が行われ、また、大

学全体として基盤機関の各専門分野を横断した教育研究(総合型教育研究）が行われている。

更に、総合型教育研究を支援するための全学教育の実施・支援を行う教育開発センターが設置

されている。  

 本学の特徴として、以下のものが挙げられる。 

  ア．基盤機関が持つ豊富で優秀な研究者と、世界的にも誇れる優れた設備・施設などの研

究教育資源を活用した先端的教育の実施 

  イ．国際的な学問の動向に柔軟に対応できる機動性の教育への取入れ 

  ウ．国際的・社会的要請に応え総合的な立場からの新しい学問領域の開拓への取組み 

  エ．国際研究センターとしての特性を持つ基盤機関の環境を活用した、研究現場における

教育による、国際的通用性を持つ研究者の養成 

 



 - 4 - 

３．沿革 

 

昭和５７年６月　国立大学共同利用機関所長懇談会が「国立大学共同利用機関における
                大学院の設置について」を要望

昭和６３年10月  総合研究大学院大学開学

　 　　　　　　 大学本部は東京工業大学長津田キャンパス内に設置

　 　　　　 　　　  数物科学研究科　       生命科学研究科

　 　　　　 　　　　  統計科学専攻         　遺伝学専攻

　 　　　　　 　　　  加速器科学専攻         分子生物機構論専攻

　　　　　　　　　    放射光科学専攻         生理科学専攻

　　　　　　　　　    構造分子科学専攻

　　　　　　　　　    機能分子科学専攻

　　　　　　　　　  （学生受入は平成元年４月）

平成　元年４月　文化科学研究科（地域文化学専攻、比較文化学専攻）を設置

  　　　　　　　３研究科学生受入

平成　３年４月　教育研究交流センター設置

平成　４年４月　文化科学研究科に国際日本研究専攻、数物科学研究科に天文科学専攻

     　         及び核融合科学専攻設置、学生受入

平成　５年４月　数物科学研究科に極域科学専攻設置、学生受入

平成　６年６月　教育研究情報資料センター設置

平成　７年２月　大学本部は葉山キャンパスに移転、本部共通棟竣工

平成　９年４月　先導科学研究科（生命体科学専攻）を設置

　　　　　　　（学生受入は平成１１年４月）

平成１０年４月　先導科学研究科に光科学専攻設置

　　　　　　　（学生受入は平成１１年４月）

            　　数物科学研究科放射光科学専攻を物質構造科学専攻に名称変更

平成１１年４月　文化科学研究科に日本歴史研究専攻、数物科学研究科に素粒子原子核
                専攻設置、学生受入

　　　　　　　　先導科学研究科学生受入

平成１４年４月　数物科学研究科に情報学専攻設置、学生受入

平成１５年４月　文化科学研究科に日本文学研究専攻、数物科学研究科に宇宙科学専攻
                設置、学生受入

　　　　  10月　本学の国立大学法人への移行を規定した「国立大学法人法（平成１５
　　　　　　　　年法律第１１２号）」が施行（適用は平成１６年４月１日）

平成１６年４月　国立大学法人総合研究大学院大学発足

　　　　　　　　数物科学研究科を物理科学研究科（構造分子科学専攻、機能分子科学
                専攻、天文科学専攻、核融合科学専攻、宇宙科学専攻）、高エネルギ
                ー加速器科学研究科（加速器科学専攻、物質構造科学専攻、素粒子原
                子核専攻）、複合科学研究科（統計科学専攻、極域科学専攻、情報学
                専攻）の３研究科に改組、数物科学研究科を廃止

　　　　　　　　生命科学研究科を後期３年博士課程から５年一貫制博士課程コースに
                改組、学生受入

平成１７年４月　生命科学研究科分子生物機構論専攻を基礎生物学専攻に名称変更

平成１８年４月　物理科学研究科、高エネルギー加速器科学研究科、複合科学研究科を

　　　　　　　　博士後期課程から博士後期課程を併設した５年一貫制博士課程に改組

　　　　　　　　学生受入

平成１９年４月　先導科学研究科の生命体科学専攻、光科学専攻（博士後期課程のみ）

　　　　　　　　を、生命共生体進化学専攻（博士後期課程を併設した５年一貫制博士
　　　　　　　　後期課程）に改組、学生受入

平成２２年４月　葉山高等研究センターを学融合推進センターに名称変更

平成２３年１月　学融合推進センター棟竣工

平成２５年４月　情報基盤センターを設置

平成２７年７月　附属図書館と情報基盤センターを統合し学術情報基盤センターを設立

平成２９年３月　メディア社会文化専攻を廃止（専攻設置期間:平成13年4月1日～平成29年3月31日）

平成３０年３月　教育開発センターを設置

　　　　　４月　学融合推進センターを廃止

平成３０年４月　東京ブランチを設置（東京都港区：東京工業大学キャンパス・イノベーション
　　　　　　　　センター内）
令和　３年３月　東京ブランチを廃止
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４．設立根拠法 

 

国立大学法人法（平成15年法律第112号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課） 

 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 

 

６．組織図 
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７．所在地 

 

大学本部                                                 ：神奈川県三浦郡葉山町 

 

文化科学研究科 

   地域文化学専攻・比較文化学専攻（国立民族学博物館）   ：大阪府吹田市 

   国際日本研究専攻（国際日本文化研究センター）         ：京都府京都市 

   日本歴史研究専攻(国立歴史民俗博物館）                ：千葉県佐倉市 

   日本文学研究専攻(国文学研究資料館）         ：東京都立川市 

 

物理科学研究科 

   構造分子科学専攻・機能分子科学専攻（分子科学研究所） ：愛知県岡崎市 

   天文科学専攻（国立天文台）                          ：東京都三鷹市 

   核融合科学専攻(核融合科学研究所）                   ：岐阜県土岐市 

   宇宙科学専攻（宇宙科学研究所）                     ：神奈川県相模原市 

 

高エネルギー加速器科学研究科 

   加速器科学専攻(加速器研究施設･共通基盤研究施設）    ：茨城県つくば市 

   物質構造科学専攻(物質構造科学研究所)                ：茨城県つくば市 

   素粒子原子核専攻(素粒子原子核研究所）               ：茨城県つくば市 

 

複合科学研究科 

   統計科学専攻(統計数理研究所）                       ：東京都立川市 

   極域科学専攻(国立極地研究所）                       ：東京都立川市 

   情報学専攻（国立情報学研究所）                      ：東京都千代田区 

 

生命科学研究科 

   遺伝学専攻(国立遺伝学研究所）                       ：静岡県三島市 

   基礎生物学専攻(基礎生物学研究所）          ：愛知県岡崎市 

   生理科学専攻（生理学研究所）             ：愛知県岡崎市 

 

先導科学研究科 

   生命共生体進化学専攻                  ：神奈川県三浦郡葉山町 

  

 

８．資本金の状況 

 

  4,143,907,540円（全額 政府出資） 
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９．学生の状況 

 

総学生数   539人 

修士課程  118人 

博士課程  421人 

 

１０．役員の状況 

 役員の定数は、国立大学法人法第 10 条により、学長 1 人、理事 2 人（非常勤を置く場合は 3

人）、監事 2 人。 

 任期は国立大学法人法第 15 条の規定及び国立大学法人総合研究大学院大学基本通則の定める

ところによる。 

役職 氏 名 任期 主な経歴 

学長 長谷川 眞理子 令和2年4月1日 

～令和 5 年 3 月 31 日 

平成23年4月 総合研究大学院大学先導科学研究科長 

平成26年4月 総合研究大学院大学理事・副学長 

理事 永田 敬 令和2年4月1日 

～令和 5 年 3 月 31 日 

平成11年4月 東京大学総長補佐 

平成25年4月 東京大学副学長 

理事 渡辺 芳人 令和2年4月1日 

～令和 5 年 3 月 31 日 

平成18年4月 名古屋大学総長補佐 

平成29年4月 名古屋大学理事・副総長 

理事 

(非常勤) 

小川 雄二郎 令和2年4月1日 

～令和 5 年 3 月 31 日 

 

平成26年4月 総合研究大学院大学高エネルギー加速

器科学研究科副研究科長 

平成28年4月 総合研究大学院大学高エネルギー加速

器科学研究科研究科長 

監事 

(非常勤) 

岡村 定矩 令和2年9月1日 

～令和6年8月31日 

平成18年4月 東京大学理事・副学長 

平成24年4月 法政大学理工学部創生科学科教授 

監事 

(非常勤) 

稲垣 正人 令和2年9月1日 

～令和6年8月31日 

平成17年7月 中央青山監査法人公共セクター部長 

平成28年8月 新日本監査法人評議員 

 

１１．教職員の状況 

 

教員  1,150人（うち常勤14人、非常勤33人、兼務者1,103人） 

職員    73人（うち常勤42人、非常勤31人） 

（常勤教職員の状況） 

  常勤教職員数は前年度比で１人（1.8％）増加、平均年齢は44.1歳(前年度40.8歳)となっている。

このうち、国からの出向者は５人である。 
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「Ⅲ 財務諸表の概要」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照。） 

 

１．貸借対照表 

 

※ 単位未満を切り捨てしており、計は必ずしも一致しない（以下の表も同じ） 

 

 

２．損益計算書 

 

(単位：千円）
金額 金額

固定資産 3,871,102 固定負債 650,950
有形固定資産 3,842,504 資産見返負債 630,950

土地 2,130,000 その他の固定負債 20,000
建物 2,570,624

減価償却累計額等 △ 1,464,786 流動負債 159,597
構築物 253,874 運営費交付金債務 -          

減価償却累計額等 △ 216,454 その他の流動負債 159,597
工具器具備品 1,102,556

減価償却累計額等 △ 837,132
その他の有形固定資産 303,822

その他の固定資産 28,598 810,547

流動資産 435,951 資本金 4,143,907
現金及び預金 417,890 政府出資金 4,143,907
その他の流動資産 18,061 資本剰余金 △ 973,307

利益剰余金 325,905
純資産合計 3,496,506

資産合計 4,307,053 負債純資産合計 4,307,053

資産の部 負債の部

負債合計
純資産の部

(単位：千円）
金額

経常費用 1,998,473

業務費 1,821,790

教育経費 831,817
研究経費 70,342
教育研究支援経費 147,734
人件費 745,251
その他 26,644

一般管理費 175,727
財務費用 954

経常収益 2,108,957

運営費交付金収益 1,684,903

学生納付金収益 262,761
その他の収益 161,292

臨時損益 30,636
目的積立金取崩 12,590

当期総利益 153,709
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３．キャッシュ・フロー計算書 

 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

 

 

 

５．財務情報 

(１) 財務諸表の概況 

① 主要なデータの分析 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

令和３年度末現在の資産合計は前年度比 43 百万円（1.0％）増の 4,307 百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、教育研究に必要な設備等の取得により、工具器具備品が 61 百

万円（5.9％）増の 1,102 百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、有形固定資産の減価償却累計額が 73 百万円(3.0%)増の△2,520

百万円になったことが挙げられる。 

(単位：千円）

金額
Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A) 196,675

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 962,621
人件費支出 △ 740,418
その他の業務支出 △ 151,667
運営費交付金収入 1,724,798
学生納付金収入 214,959
預り科学研究費補助金等の増減額 △ 3,231
その他の業務収入 114,855
国庫納付金の支払額 -

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B) △ 169,915
Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C) △ 9,421
Ⅳ資金にかかる換算差額（D) -
Ⅴ資金増加額(又は減少額)（E=A+B+C+D) 17,339

Ⅵ資金期首残高（F) 400,550

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 417,890

(単位：千円）
 金額

Ⅰ　業務費用 1,685,578
損益計算書上の費用 2,001,094
（控除）自己収入等 △ 315,515

（その他の国立大学法人等業務実施コスト）

Ⅱ損益外減価償却相当額 65,425
Ⅲ損益外除売却差額相当額 0
Ⅳ引当外賞与増加見積額 1,726
Ⅴ引当外退職給付増加見積額 34,358
Ⅵ機会費用 5,802
Ⅶ（控除）国庫納付額 -

Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 1,792,892
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  （負債合計） 

令和３年度末現在の負債合計は、41 百万円（4.9％）減の 810 百万円となっている。 

主な増加要因としては、資産見返補助金等が 15 百万円（417.0％）増の 18 百万円とな

ったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、第 3 期中期目標期間終了に伴い運営費交付金債務を全額収益化

したことにより 31 百万円（100.0％）減の 0 円になったことが挙げられる。 

（純資産合計） 

令和３年度末現在の純資産合計は、84 百万円（2.5％）増の 3,496 百万円となっている。 

主な増加要因としては、目的積立金が 52 百万円（68.1％）増の 128 百万円になったこ

とが挙げられる。 

主な減少要因としては、当期未処分利益が 10 百万円（6.2％）減の 153 百万円になった

ことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

令和３年度の経常費用は、92 百万円（4.8％）増の 1,998 百万円となっている。 

主な増加要因としては、奨学費の増加等により、教育経費が 50 百万円（6.5％）増の 831

百万円になったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、教育研究支援経費が 5 百万円（3.5％）減の 147 百万円になっ

たことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

令和３年度の経常収益は、39 百万円（1.9％）増の 2,108 百万円となっている。 

主な増加要因としては、令和 3 年度科学技術人材育成費補助金、令和 3 年度次世代研究

者挑戦的研究プログラム助成金等により、補助金等収益が 31 百万円（481.7％）増の 37 百

万円になったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、寄付金収益が 6 百万円（65.4％）減の 3 百万円になったことが

挙げられる。 

 

（当期総損益） 

上記経常損益の結果、令和３年度の当期総損益は 10 百万円（6.2％）減の 153 百万円と

なっている。 

 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、65 百万円（25.1％）減の 196 百万

円となっている。 

主な増加要因としては、補助金等収入が 56 百万円（1,488.0％）増の 60 百万円になっ

たことが挙げられる。 

主な減少要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が 40 百万円

（4.4％）増の 962 百万円になったことが挙げられる。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、60 百万円（55.5％）増の△169 百

万円となっている。 

主な減少要因としては、有形固定資産の取得による支出が 43 百万円（36.7％）増の△

161 百万円となったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、0 百万円（3.3％）減の△9 百万円

となっている。 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

令和３年度の国立大学法人等業務実施コストは、109 百万円（6.5％）増の 1,792 百万円

となっている。 

主な増加要因としては、業務費用が 99 百万円（6.3％）増の 1,685 百万円になったこと

が挙げられる。 
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（表）主要財務データの経年表                  

 

② セグメントの経年比較・分析 

 本学は単一セグメントのため記載していないが、各基盤機関における専攻の教育研究業務に要

する経費（専攻運営費）の明細については、研究科別・法人別に財務諸表の附属明細書の「業務

費及び一般管理費の明細」のうち、「※１ 専攻運営費の明細」において開示しているものであ

る。 

 

③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期総利益の 153 百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上

に充てるため、123 百万円を目的積立金として申請している。 

令和３年度においては、施設整備事業・情報システム整備事業等のため、目的積立金のうち 111

百万円を使用した。 

 

（２）施設等に係る投資等の状況(重要なもの) 

   ① 当事業年度中に完成した主要施設等  

事項なし 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

  事項なし 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

  事項なし 

④ 当事業年度において担保に供した施設等 

事項なし 

(単位：百万円）
区分 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

資産合計 4,094 4,157 4,109 4,263 4,307

負債合計 739 858 807 851 810
純資産合計 3,355 3,298 3,301 3,411 3,496
経常費用 2,100 2,087 2,020 1,906 1,998
経常収益 2,117 2,112 2,087 2,069 2,108
当期総利益(当期総損失) 18 28 66 163 153
業務活動によるキャッシュ・フロー 78 131 76 262 196
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 22 △ 75 △ 82 △ 109 △ 169
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 6 △ 6 △ 6 △ 9 △ 9
資金期末残高 219 269 256 400 417
国立大学法人等業務実施コスト 1,883 1,882 1,820 1,683 1,792
（内訳）
　業務費用 1,780 1,797 1,713 1,585 1,685
　　うち損益計算書上の費用 2,100 2,090 2,020 1,907 2,001
　　うち自己収入 △ 320 △ 293 △ 306 △ 321 △ 315
　損益外減価償却相当額 98 90 73 62 65
　損益外除売却差額相当額 0 0 0 0 0
　引当外賞与増加見積額 1 2 3 0 1
　引当外退職給付増加見積額 0 △ 8 30 32 34
　機会費用 1 - 0 3 5
（控除）国庫納付額  -  -  -  -  -
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（３）予算・決算の概況 

  以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示しているも

のである。 

 
 

（注 1） 予算段階で見込んでいなかった令和 2 年度特殊要因運営費交付金（退職手当分）の繰越（27 百万円）、令和 2

年度補正予算（第 1 号及び第 2 号）における授業料免除実施経費の繰越（4 百万）、令和 3 年度特殊要因運営費

交付金（退職手当分）の追加配分（1 百万円）により、予算金額に比して決算金額が 32 百万円多額となってい

る。 

（注 2） 予算段階で見込んでいたより令和 3 年度水産関係民間団体事業補助金が△0 百万円少額であった一方、予算段

階で見込んでいなかった令和 3 年度科学技術人材育成費補助金（17 百万円）、令和 3 年度次世代研究者挑戦的

研究プログラム助成金（17 百万円）により、決算金額が 35 百万円多額となっている。 

（注 3） 授業料、入学料及び検定料収入の差異については、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う授業料徴収等の特

別措置による授業料収入の減少（△4 百万円）、入学者数が予算段階の予定数を下回ったことによる入学料収入

の減少（△4 百万円）、出願者数が予算段階の予定数を下回ったことによる検定料収入の減少（△0 百万円）に

より、予算金額に比して決算金額が△9 百万円少額となっている。 

（注 4） その他収入については、予算段階の見込額を上回ったことにより、予算金額に比して決算金額が 27 百万円多

額となっている。 

（注 5） 教育研究経費については、予算段階で見込んでいなかった令和 3 年度科学技術人材育成費補助金及び令和 3 年

度次世代研究者挑戦的研究プログラム助成金採択に伴う費用の増加等により、予算金額に比して決算金額が 49

百万円多額となっている。 

（注 6） 一般管理費については、経費の節減・効率化等に努めた結果の他、新型コロナウイルス感染症の影響による教

育研究事業のオンライン化等により、予算金額に比して決算金額が 146 百万円少額となっている。 

（注 7） その他支出については、予算段階の見込額を上回ったことにより、予算金額に比して決算金額が 24 百万円多

額となっている。 

（単位：百万円）

 予算  決算  予算  決算  予算  決算  予算  決算  予算  決算 差額理由

 収入    2,077    2,075    2,043    2,116    2,046    2,077    2,075    2,116    2,117    2,202

 運営費交付金収入    1,787    1,790    1,784    1,799    1,759    1,768    1,752    1,783    1,723    1,756  （注1）

 補助金収入        -        -       12       16        -        4        4        6       20       56  （注2）

 学生納付金収入      198      198      188      195      193      215      213      224      223      214  （注3）

 その他収入       92       86       60      106       94       89      104      102      149      176  （注4）

 支出    2,077    2,022    2,043    2,071    2,046    1,972    2,075    1,923    2,117    2,044

 教育研究経費    1,869    1,806    1,826    1,814    1,803    1,727    1,837    1,666    1,804    1,853  （注5）

 一般管理費      141      154      149      158      182      184      171      178      221       75  （注6）

 その他支出       67       63       69       99       60       61       66       77       91      115  （注7）

 収入－支出        - 53        - 45        - 104        -      193        -      159

 区分
R3年度H29年度 H30年度 R1年度 R2年度
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「Ⅳ 事業の実施状況」 

（１）財源構造の概略等 

  本学の経常収益は、2,108 百万円でその内訳は、運営費交付金収益 1,684 百万円（対経常

収益比 79.9％）、その他収益 424 百万円となっている。 

 

（２）財務データ等と関連づけた事業説明 

令和３年度においては年度計画において定めた教育研究活動【令和３年度計画一部抜粋

(下記参照)】の実現のため、主要事項一覧①～⑤（下記参照）などの教育研究活動を行った。 

 

 【令和３年度 年度計画（一部抜粋）】 

○ 機構等法人と協力のうえ、学生の処遇向上及びキャリアパスを一体的に支援する大学

フェローシップ事業を通じて、基盤機関におけるキャリアパスを確保するとともに、

基盤機関におけるセミナーや研究発表会に学生を参加させるなど、キャリアパス支援

のための取組を実施する。 

○ 「SOKENDAI 研究派遣プログラム」の事業予算と実施体制を維持し、学生の健康と安

全の確保を最優先することを前提に、派遣先の感染症危険情報のレベルに配慮しなが

ら、引き続き実施する。 

○ 全学共通の総合教育科目「フレッシュマンコース」「科学・技術と社会」を新型コロ

ナ感染症への対応として、オンラインにより継続実施する。 

○ 専攻を跨いで学術交流を行うプログラムとして、各研究科において、オンライン実施

も勘案しつつ、以下の「研究科合同セミナー」等を継続実施する。 

・総研大文化フォーラム（文化科学研究科） 

・物理科学学生セミナー（物理科学研究科） 

・複合科学クロストーク（複合科学研究科） 

・生命科学リトリート（生命科学・先導科学研究科） 

・高エネルギー加速器科学セミナー（高エネルギー加速器科学研究科） 

○ 先導科学研究科における国際共著論文率の向上を図るため、引き続き、研究推進事業

「先導科学共働プログラム」の一環として国際共同研究を強化する。 

○ 自治体・教育委員会・学校等と連携し、学校教育や地域課題等のニーズを踏まえた社

会連携事業やセミナー等を実施する。また、神奈川県立横須賀高校 SSH 事業への連

携協力等、本学本部が拠点とする地域との連携を拡充する。 

  

【主要事項】 

 ① SOKENDAI 特別研究員事業 

② 総合教育科目「フレッシュマンコース」の実施 

③ 「研究科合同セミナー」の実施 

④ 先導科学共働プログラム 

⑤ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究 

以下、①～⑤の各々の事業説明 
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① SOKENDAI 特別研究員事業 

文部科学省の「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業」（令 

和２年度採択）、科学技術振興機構の「次世代研究者挑戦的研究プログラム」（令和３年度採 

択）を活用し、３年間に亘って生活費相当額及び研究費を支給するとともに、優れた学位論 

文研究を行って課程を修了した採用者に対して、大学共同利用機関における２年間の研究 

員ポスト(有給)に接続できる「SOKENDAI 特別研究員事業」を令和３年度より開始し、 

SOKENDAI 特別研究員として計 22 名を採用した。 

 令和 3 年度予算額は、科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事 

業 28,280 千円（補助金 19,227 千円、大学負担 9,613 千円）、次世代研究者挑戦的研究プロ 

グラム 17,600 千円（全額補助金）、主に採用された学生に対する経済的支援や学生研究費な 

どに配分を行った。本事業にかかる経費は教育経費として計上している（表１）。 

 

【表１】事業経費の執行状況                    （単位：千円） 

事業名 経費区分 執行額 内補助金 内大学負担 

科学技術イノベーション創出に向け

た大学フェローシップ創設事業 

研究専念支

援金 

20,520 13,680 6,840 

研究費 1,976 1,317 659 

事務経費 4,061 2,707 1,354 

次世代研究者挑戦的研究プログラム 研究専念支

援金 

11,400 11,400  

研究費 4,572 4,572 

事務経費 40 40 

 

② 総合教育科目「フレッシュマンコース」の実施 

 本学では、地理的に分散し運営面でも高い自律性をもつ 18 の大学共同利用機関が各専攻

を担当しているという特殊性に配慮して、大学院課程としてはユニークな全学教育科目を

設置している。総合教育科目「フレッシュマンコース」は、入学定員 100 名程度の小規模な

大学であることを活かして、(1)研究者を目指す全ての人が身につけるべき技術・考えるべ

き問題を学ぶ、(2)専門分野が異なる他者との繋がりを築くことを主たる目的として、全専

攻の新入生を対象に入学直後に実施される集中講義である。本コースは、「アカデミア探訪」、 

「研究者と社会」「研究者のための“伝える”技術」の３つのセクションから構成されてい

る。 

令和３年度は、令和２年度に引き続き新型コロナウイルス感染症拡大の影響を考慮し、従

前、合宿形式で実施していたプログラムを時間的・地理的な制約が少ないオンラインにより

開催した（表２）。 

なお、オンライン開催にあたっては、フレッシュマンコース専用ウェブサイトを開設し、

授業実施に関連する情報（配布資料、授業接続情報、課題提出）を集約したほか、受講生の

研究紹介一覧を作成することで異分野交流を促進する仕組みを整えた。 

受講者への事後アンケートでは、「研究者としてのこれからの生活に役立ちそうですか」

や「オンラインサポートに満足しましたか」という質問に対して、いずれも肯定的な回答が
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８割以上を占め、合宿形式で開催していた例年と同様の高い満足度を示す結果を得られた。 

 

【表２】「フレッシュマンコース」実施状況 

 実施日程 使用言語 受講者数 

前学期 令和 3 年 4 月 6 日～9 日 日本語 68 名 

後学期 令和 3 年 10 月 5 日～8 日 英語 31 名 

 

上記事業の実施財源は運営費交付金収益(451 千円)であり、事業に要した経費は全額が 

教育経費となっている。なお、実施財源のうち 451 千円は機能強化経費（戦略１）として執

行されたものである。 

 

③「研究科合同セミナー」の実施 

研究科・専攻を横断する全学的な教育研究事業として、学生により広い学問的視野を持た

せることを目的とする研究科合同セミナーを開催した。例年、対面で実施していたが令和３

年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を考慮し、オンラインにより実施した(表３)。 

【表３】「研究科合同セミナー」実施状況 

名称 

（実施研究科） 
実施内容 日程・場所 

総研大文化フォーラム 2021 

（文化科学研究科） 

「文化」を共通の切り口として、さ

まざまな専門分野を持つ学内外の

教員と学生の学術的な交流の機会

を提供することを目的に、「あそび

を多角的に見つめる」をテーマと

し、講演・研究発表を実施した。 

令和 3 年度はオンラインならでは

の新企画『文化科学研究紹介リレ

ー』、特別企画「収蔵資料で遊んで

みた！」を実施するなど工夫を凝

らした。 

令和 3 年 12 月 4 日～5 日 

 関東（国立歴史民俗博物館） 

関西（国立民族学博物館） 

の 2 拠点で運営 

（オンライン開催） 

複合科学クロストーク 

（複合科学研究科・ 

生命科学研究科(遺伝学専攻)） 

分野融合と世代間交流の機会創出

を目的として、研究者及び総研大

生を対象に、オンライン交流スペ

ース（Spatial Chat）を用いたポス

ターセッションおよびフロンティ

アコロキウムを開催した。 

令和 3 年 12 月 20 日、 

令和 4 年 2 月 16 日 

（オンライン開催） 

生命科学リトリート 

（生命科学研究科・ 

先導科学研究科） 

生物学の発展に貢献できる人材の

教育を目的に学生主体で企画され

た招待講演やイベントとポスター

による学生自身の研究発表を実施

した。 

令和 3 年度は Google Developers 

Student Club SOKENDAI と連携し、

Goodle Developer Experts（機械 

学習部門）の松田実法氏が Google 

Workshop として機械学習に関する

講演を行った。 

令和 3 年 12 月 22 日～23 日 

（オンライン開催） 
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上記事業の実施財源は運営費交付金収益(2,344 千円)であり、事業に要した経費は全額 

が教育経費となっている。なお、実施財源のうち 2,344 千円は機能強化経費（戦略１）とし 

て執行されたものである。 

 

④ 先導科学共働プログラム 

機構法人が連携して推進している異分野融合・新分野創成に向けた取組と相補的かつ本学

独自の新分野開拓の取組として、先導科学研究科を基軸とする「先導科学共働プログラム」

を引き続き実施した。 

令和３年度は、国際共働研究（２件）、萌芽的共働研究（６件）を採択・実施した(表４)。

それぞれの課題で企画した海外派遣と招聘は、新型コロナウイルス感染症の影響で中止せざ

るを得なかったが、渡航ができない場合でも、オンラインでの情報交換に切り替えるといっ

た対応により、予定とおりの研究計画を実施した。 

また、令和４年度に発足する統合進化学研究センターにおけるプロジェクト研究（人間プ

ロジェクト、多様性プロジェクト）のプレリサーチを公募し、４件を採択して研究を実施し

た（表５）。 

 

【表４】先導科学共働プログラム研究採択課題 

国際共同研究(2 件) 

昆虫視覚系の進化神経行動学に関する国際共同研究 蟻川謙太郎 

ニホンオオカミと東アジアのイヌの系統に関する考古科学的研究 本郷一美 

 

萌芽的共同研究(6 件) 

チョウ類の嗅覚系における多様性と環境適応の解明 木下充代 

日本人の起源と由来を問う―東アジア人の全ゲノム配列と比較してー 颯田葉子 

物理障壁のない海洋での２つの生殖的隔離機構の進化過程の解明 寺井洋平 

人新世における適応進化：人工環境に暮らす野生動物の行動生態 沓掛展之 

「科学と社会」の新物質主義的再構成：個体化・共生・市民参加を中心

として 

伊藤憲二 

昆虫複眼の構造的バリエーションを生み出す発生プログラムの解明 渡邊崇之 

  

【表５】プレリサーチ事業採択課題 

学術雑誌の科学史研究への進化学的方法の適用についての予備的研究 伊藤憲二 

競走馬生産における遺伝子診断の導入 印南秀樹 

原始的な昆虫の脳の性差を規定する分子基盤の解明に向けた網羅的遺

伝子発現解析 

渡邊崇之 

ゲノム研究の動向調査 颯田葉子 

 

上記事業の実施財源は運営費交付金収益(23,661 千円)であり、事業に要した経費は全額 

 が研究経費となっている。なお、実施財源のうち 23,661 千円は機能強化経費（戦略２）と 

して執行されたものである。 
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⑤ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究 

  高校や高専と連携した教育支援活動や、一般向けのセミナー、並びに、自治体と連携し

た社会連携活動等を実施した。（表６）。 

 

【表６】社会連携・社会貢献に係る諸活動の実施事例 

名称 タイトル・実施内容など 実施日 

横高アカデミア 

神奈川県立横須賀高校との教育連携活動として、本学教員

が「都市に住む野生動物の生態」をテーマとした講義やオ

ンラインによる課題研究活動の支援を実施した。 

令和 3 年 5 月以降

随時 

社会連携事業 

未知への挑戦：若手が語る最先端研究 2021 

長野県飯田高校を総研大生 4 名と担当教員等 5 名が訪問

し、総研大生による高校生への出前授業を実施した。また、

今回初めて高校側の希望による総研大生と理数科 1・2 年

生との交流会を行い、課題研究を進める上でのアドバイス

を行ったほか、参加院生の視野を広げる活動の一貫として

飯田市美術博物館を訪問した。 

令和 3 年 11 月 

14～16 日 

高専連携を主体とした社会連携事業 

高エネルギー加速器科学研究科・物理科学研究科の教員に

より、高専との連携における短期的な活動目標の一環とし

て、特に小山高専(令和 3 年 6 月・12 月)において放課後・

ホームルームの時間を利用した総研大の説明会や技術講

習等を実施したほか、リモート接続により富山高専

(12/21)、東京高専(12/17)において各校の企画する合同大

学院説明会に参加した。 

令和 3 年 6 月～ 

令和 4 年 2 月 

宇宙のまちで、宇宙を読み解く人々～宇宙から・地上から 

シーズン 2 

物理科学研究科の教員 2 名により、(1)銀河団、(2)活動銀

河核（ブラックホール）、(3)超新星 の３テーマでそれぞれ

１回ずつ、オンライン講演会を開催した。 

令和 3 年 11 月 

7 日,14 日,21 日 

小型宇宙線検出器を用いた科学実験教育・アウトリーチ活

動「探 Q」 

高エネルギー加速器科学研究科及び物理科学研究科の教

員 4 名によるワークショップ（セミナーと実習）が新型コ

ロナウイルス感染症拡大の影響により開催できなかった

が、令和 4 年 1 月 23 日福岡市科学館で行われたワークシ

ョップに参加し、本事業で進めた検出器製作（手法）の提

供や現地の準備や実習の協力を行った。 

令和 4 年 1 月 

高専生による小型加速器製作ならびにワークショップの

地域展開 

高エネルギー加速器科学研究科の教員 3 名により、高専生

と本学教員及び学生が小型加速器を製作し、ワークショッ

プを開催した（オンライン含む）。 

令和 3 年 6 月, 

11 月,12 月 

令和 4 年 1 月 
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（３）課題と対処方針 

国立大学法人運営費交付金が大学改革促進係数等により毎年減額される流れの中におい 

て、教育研究環境の質の維持、充実・発展を図っていくためには、事業の効率化による経 

費の節減のみでは限界があり、大学として自己収入獲得額を拡大することが喫緊の課題で

あり、補助金・受託研究・寄附金などの外部資金の獲得等に大学全体として努めていく必

要がある。 

 （ⅰ）寄附金の獲得等に関する取組 

令和２年度に、本学の目的を達成するための支援（SOKENDAI 基金）、国際交流の支

援（SOKENDAI 国際交流基金）、学生支援の強化（SOKENDAI 修学支援基金）の３つを柱

とした常設の寄附金である総研大基金を発足させた。 

令和３年度には、常設の寄附金である総研大基金の一つとして学生または不安定な

雇用状態にある研究者（若手研究者等）の支援を目的とした「SOKENDAI研究等支援基

金」を新たに設けた。なお、SOKENDAI 修学支援基金およびSOKENDAI 研究等支援基金

は、税制上多くの寄附者にとって所得控除と比較して減税効果が大きい税額控除の適

用が可能となっている。 

令和３年度総研大基金の寄付額は492 千円（うちクレジットカード継続課金156 千

円）となった。 

（ⅱ）新型コロナウイルス感染症に関する取組 

 機動的かつ効率的な予算執行 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染拡大の様相が不透明であることを考慮し、 

海外学生派遣プログラムや国際共同学位プログラム等の構築支援等の海外渡航が伴う 

事業の経費の旅費相当額の一部を機動的に執行できる経費として留保し、海外渡航を 

断念した分については葉山キャンパスの施設設備更新や先導科学研究科における研究 

機器の購入など学生の教育研究環境の充実のために支出するなどして、効率的に予算 

を執行した。 

 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う在学期間延長及び授業料徴収の特別措置 

令和３年度から、新型コロナウイルス感染症の影響により学位論文の進捗が滞った 

学生に対して、最大６か月の在学期間の延長を認め、当該延長期間は授業料を不徴収 

とする制度を設け、22名の学生が本制度の適用を受けた。 

 渡日/帰日困難学生の特別休学制度 

令和３年度から、新型コロナウイルス感染症の影響により渡日又は帰日が困難な学 

生に対して、本学学則に定める通算２年間の休学に含めない特例休学を認める制度を 

設け、18名の学生が本制度の適用を受けた。 

 令和２年度補正予算を財源とした授業料免除の実施 

令和３年度は、令和２年度補正予算として追加配分された運営費交付金（授業料 

   免除）より、文部科学省が示した免除基準に該当する学生１名の授業料を免除した。 

（免除額268千円） 

 新規渡日留学生の新型コロナウイルス感染症に係る防疫措置に関する経費 

文部科学省からの通知に従い、新規渡日の国費外国人留学生及び私費外国人留学 

   生の新型コロナウイルス感染症に係る防疫措置（主にPCR検査、入国後の待機措置にか 

かる宿泊）を実施した。（総事業費3,663千円） 
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 電子決裁システムの整備 

 令和３年度は、既存の電子決裁システムにおいて発生している問題を改善するた 

め、新たにMicrosoft 365を使った電子決裁システムの構築を行い、より円滑に業務が 

行われるようにした。（総事業費1,996千円） 

 （ⅲ）経費の削減に関する取組 

令和３年度当初予算編成において、中期計画や機能強化構想を踏まえ、学長のリー 

   ダーシップによる大学運営を行うため、基盤運営費交付金及び自己収入の7～9％以上 

を学長裁量経費として確保し、将来構想プロジェクト経費、ＩＣＴ基盤整備経費、戦 

略的広報展開事業経費等に重点配分を行った。併せて、今年度は下記の取組を行っ 

た。 

 適切な予算執行管理を行うことで経費の節減及び効率化を図るため、令和３年度 

は、8月、11月に各部局へ予算執行見込を照会し、学内予算の過不足状況を的確に把握 

するとともに、実施した執行見込の照会結果に基づき、財務・マネジメント委員会及 

び役員会の審議を経て、各部局間の予算流用を行い効率的・効果的な予算執行を図っ 

た。 

予算流用により捻出した予備費等を活用し、図書館棟３階サーバ室空調整備更新及 

びガラス遮熱加工工事といったキャンパス環境の整備、老朽化した施設・設備の整 

備、情報基盤整備及び教育研究に要する費用に充てた。 

 在宅勤務制度の積極的な推進により、通勤手当および超過勤務手当の支給額を、制 

度導入前の平成28年度～令和元年度実績と比較して令和２年度は△15.9％、令和３年 

度は△20.6％削減した。 

 継続的な省エネルギー機器への更新等取り組みとして、令和３年度は、先導科学研 

究科棟の照明機器LED化改修工事、冷温水発生機２次ポンプのインバーター周波数調整 

作業等を実施した。 

また、令和３年度の葉山キャンパスにおける節電計画を策定し、財務・マネジメン 

ト委員会を通じてキャンパス内各部局へ協力要請を行い、キャンパス内全体で節電に 

取り組んだ。これら取組の結果、令和３年度実績においては△25.19％と、当該節電計 

画に掲げる節電数値目標（対平成22年度比使用電力量削減率△12.2％）を上回る削減 

を達成した。 

このほか、地球温暖化対策への取り組みとして、令和３年度に葉山キャンパスが排 

出するエネルギー起源の二酸化炭素の総排出量を、平成25年度の排出実績量 

(715.283t-CO2)を基準値とし、令和４年度から令和９年度の期間において基準値に対 

し18.1％削減することを目標とする地球温暖化対策に関する実施基本計画を制定し 

た。 

 資金運用の取り組みについて、余裕資金の管理・運用に当たっては、各四半期の運 

営費交付金の入金額及び各月の学納金の入金額並びに入金時期といった収入面と各月 

の人件費所要額及び物件費等の支出額を詳細に把握し、資金ショート等のリスクをケ 

アしつつ効果的な運用が行えるように四半期ごとに資金管理計画及び資金運用計画を 

作成している。令和３年度においても安全性・流動性・収益性を考慮し、金融機関等 

の各商品を比較・検討した結果、定期預金による余裕資金の運用を実施した。 
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「Ⅴ その他事業に関する事項」 

 

１．予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

決算報告書参照 

 

（２）収支計画 

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

 

（３）資金計画 

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

 

２．短期借入れの概要 

 

該当なし 
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３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 

 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

①平成 30 年度交付分 

（単位：百万円） 

 

 

 

  

 運営費交付金
収益

 資産見返運
営費交付金

 建設仮勘定見返
運営費交付金

 資本剰
余金

 小　計

平成30年度                  5                      - 5                  -                      -          - 5                    -
令和元年度                 20                      -                      20                  -                      -          -                    20                    -
令和２年度                  5                      - 5                  -                      -          - 5                    -
令和３年度                  -                1,724                  1,684                 34                      6          -                1,724                    -

合　　計                 31                1,724                  1,715                 34                      6          -                1,756                    -

（単位：百万円）

 期末残高 交付年度  期首残高
 交付金

当期交付額

 当期振替額

金額 内容

運営費交付金収
益

-           

資産見返運営費
交付金

-           

資本剰余金 -           

計 -           

運営費交付金収
益

-           

資産見返運営費
交付金

-           

資本剰余金 -           

計 -           

運営費交付金収
益

2

資産見返運営費
交付金

-           

資本剰余金 -           

計 2

合計 5           

国立大学法
人会計基準
第72第3項
による振替
額

運営費交付金収
益(臨時）

3           

国立大学法人会計基準第72第3項の規定に基づき運営費交
付金債務の残高を全額収益に振替。

区分

業務達成基
準による振
替額

該当なし

期間進行基
準による振
替額

該当なし

費用進行基
準による振
替額

①費用進行基準を採用した事業等：退職手当

②当該業務に係る損益等
　ァ）損益計算書に計上した費用の額：2
　（業務費：2）
　ィ）自己収入に係る収益計上額：-
　ゥ）固定資産の取得額：-

③運営費交付金の振替額の積算根拠：職員の退職に伴い支
出した運営費交付金債務2百万円を収益化。
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②令和元年度交付分 

（単位：百万円） 

 
  

金額 内容
運営費交付金収
益

-           

資産見返運営費
交付金

-           

資本剰余金 -           
計 -           
運営費交付金収
益

-           

資産見返運営費
交付金

-           

建設仮勘定見返
運営費交付金

-           

資本剰余金 -           
計 -           
運営費交付金収
益

-           

資産見返運営費
交付金

-           

資本剰余金 -           
計 -           

合計 20          

区分

業務達成基
準による振
替額

該当なし

期間進行基
準による振
替額

該当なし

費用進行基
準による振
替額

該当なし

国立大学法
人会計基準
第72第3項
による振替
額

運営費交付金収
益(臨時）

20          

国立大学法人会計基準第72第3項の規定に基づき運営費交
付金債務の残高を全額収益に振替。
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③令和２年度交付分 

（単位：百万円） 

 

  

金額 内容

運営費交付金収
益

-

資産見返運営費
交付金

-

資本剰余金 -

計 -

運営費交付金収
益

-

資産見返運営費
交付金

-

建設仮勘定見返
運営費交付金

-

資本剰余金 -

計 -

運営費交付金収
益

0

資産見返運営費
交付金

-

資本剰余金 -

計 0

合計 5

区分

業務達成基
準による振
替額

該当なし

期間進行基
準による振
替額

該当なし

費用進行基
準による振
替額

①期間進行基準を採用した事業等：授業料等免除実施経費

②当該業務に係る損益等：
　ァ）損益計算書に計上した費用の額：0
　（業務費：0)
　ィ）自己収入に係る収益計上額：-
　ゥ）固定資産の取得額：-

③運営費交付金の振替額の積算根拠：授業料免除にともな
い支出した0百万円を収益化。

国立大学法
人会計基準
第72第3項
による振替
額

運営費交付金収
益(臨時）

5           

国立大学法人会計基準第72第3項の規定に基づき運営費交
付金債務の残高を全額収益に振替。
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④令和３年度交付分 

（単位：百万円） 

 

 

（３）運営費交付金債務残高の明細 

該当なし 

金額 内容

運営費交付金収
益

46          

資産見返運営費
交付金

2           

建設仮勘定見返
運営費交付金

-

資本剰余金 -

計 48          

運営費交付金収
益

1,635       

資産見返運営費
交付金

32          

建設仮勘定見返
運営費交付金

6           

資本剰余金 -

計 1,674       

運営費交付金収
益

-

資産見返運営費
交付金

-

資本剰余金 -

計 -

合計 1,724       

国立大学法
人会計基準
第72第3項
による振替
額

運営費交付金収
益(臨時）

1           

国立大学法人会計基準第72第3項の規定に基づき運営費交
付金債務の残高を全額収益に振替。

区分

業務達成基
準による振
替額

①業務達成基準を採用した事業等：
機能強化促進分
戦略１（最先端研究環境をベースに、基盤機関と連係し、
時代が要請する独創的・国際的研究者を育成する）
戦略２（世界トップレベル研究者間の異分野連繋共同研究
により、新しい研究分野を開拓する）
戦略３（分散型キャンパスのもとで機能強化を実現するた
めに組織・ガバナンス体制を改革する）

②当該業務に係る損益等
　ァ）損益計算書に計上した費用の額：46
　（業務費：46)
　ィ）自己収入に係る収益計上額：-
　ゥ）固定資産の取得額：教育研究用機器等2

③運営費交付金の振替額の積算根拠：全ての事業について
業務を十分達成したと認められることから、運営費交付金
債務48百万円を全額収益化。

期間進行基
準による振
替額

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用
進行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に係る損益等
　ァ）損益計算書に計上した費用の額：1,635
　（業務費：1,459、一般管理費：175、財務費用：0）
　ィ）自己収入に係る収益計上額：-
　ゥ）固定資産の取得額：建物付属設備5、教育研究用機
器等27、建設仮勘定6

③運営費交付金の振替額の積算根拠:学生収容定員が一定
数(90％)を満たしたため、期間進行業務に係る運営費交付
金債務を全額収益化。

費用進行基
準による振
替額

該当なし
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財務諸表の科目   

１． 貸借対照表  

有 形 固 定 資 産 ： 土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用 

する有形の固定資産。 

減 損 損 失 累 計 額 ： 減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計

画に比して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる

場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サービス価額まで

減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

 減 価 償 却 累 計 額 等 ： 減価償却累計額及び減損損失累計額。 

 その他の有形固定資産 ： 図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

 そ の 他 の 固 定 資 産 ： 無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券

等）が該当。 

 現 金 及 び 預 金 ： 現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普通預金、

当座預金及び一年以内に満期または償還日が訪れる定期預金

等）の合計額。 

 そ の 他 の 流 動 資 産 ： 未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

 資 産 見 返 負 債 ： 運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資

産の貸借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等 から資

産見返負債に振り替える。計上された資産見返負債について

は、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産

見返負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

 長 期 借 入 金 等 ： 事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入

金、ＰＦＩ債務、長期リース債務等が該当。 

 引 当 金 ： 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越

し計上するもの。退職給付引当金等が該当。  

 運 営 費 交 付 金 債 務 ： 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政 府 出 資 金 ： 国からの出資相当額。 

資 本 剰 余 金 ： 国から交付された施設費等により取得した資産（建物等）等

の相当額。 

利 益 剰 余 金 ： 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

繰 越 欠 損 金 ： 国立大学法人等の業務に関連して発生した欠損金の累計額。 
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２． 損益計算書 

 業 務 費 ： 国立大学法人等の業務に要した経費。 

 教 育 経 費 ： 国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要

した経費。 

 研 究 経 費 ： 国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

 教 育 研 究 支 援 経 費 ： 附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せ

ず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置さ

れている施設又は組織であって学生及び教員の双方が利用す

るものの運営に要する経費。 

 人 件 費 ： 国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費

等の経費。 

 一 般 管 理 費 ：  国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

 財 務 費 用 ： 支払利息等。 

 運 営 費 交 付 金 収 益 ： 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

 学 生 納 付 金 収 益 ： 授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

 そ の 他 の 収 益 ： 受託研究等収益、寄付金等収益、補助金等収益等。 

 臨 時 損 益 ： 固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

 目 的 積 立 金 取 崩 額 ： 目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利

益）のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認さ

れた額のことであるが、それから取り崩しを行った額。 

前 中 期 目 標 期 間 繰 越 積 立 金 取 崩 額 ： 前中期目標期間に積み立てられた目的積立金と積立金の繰越

合計額である前中期目標期間繰越積立金から取り崩しを行

った額。 

 

３． キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー： 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付金収入等の、

国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた運営基盤の確

立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済による収入・支出

等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表す。 

資金に係る換算差額： 

外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 
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４． 国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト： 

国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負担すべきコスト。 

業務費用： 

国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生納付金等の自

己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額： 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産の減価

償却費相当額。 

損益外減損損失相当額： 

国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損損失

相当額。 

損益外有価証券損益累計額（確定）： 

国立大学法人が、産業競争力強化法第 21 条に基づき、特定研究成果活用支援事業を実

施することで得られる有価証券に係る財務収益相当額、売却損益相当額。 

損益外有価証券損益累計額（その他）： 

国立大学法人が、産業競争力強化法第 21 条に基づき、特定研究成果活用支援事業を実

施することで得られる有価証券に係る投資事業組合損益相当額、関係会社株式評価損

相当額。 

損益外利息費用相当額： 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産に係る

資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損益外除売却差額相当額： 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産を売却

や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

 引当外賞与増加見積額： 

支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞与引当金相当額の

増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外賞与引

当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額： 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる場合の退職給付引

当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外退職給

付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用： 

国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来負

担すべき金額等。 

 


